
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

蛍豊ヨロ当」二!塾五整1旦△型堕菫盤ヨ≧L生=2ヱ
■

1 事業の成果

コロナ禍で、大半の活動がオンライン実施となったが、毎月 1回情報交換会、勉強会を実施 した。技能

実習生への日本語支援、研究機関への調査協力など外部団体との協同も行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【110】 千円)

知三用天|こ言已取

された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千 円)

外国人の就労
支援に関する
教育及び相談
事業

「フィリピン就.ガ者」の
現状についての勉強会

6月 9日

16時 ～

17時

WEB 3人

在留外国

人支援に

関わる人

17人 0

「特定技能の現状」につ
いての勉強会

7月 12日

16時 ～

17時

WEB 3人

在留外国

人支援に

関わる人

19人 0

「介護業界の現状」につ
い て

8月 18日

16時 ～

17時

WEB 4人

在留外国

人支援に

関わる人

22人 0

「日本語学校、協同組合
の動向」についての勉強
△
7=

9月 8日

16時 ～

17時

WEB 4人

在留外国

人支援に

関わる人

20人 0

行政書士による「在留資
格」についての勉強会

10月 13

日 16時

～17時

WEB 5人

在留外国

人支援に

関わる人

19人 0

「外国人のための助成
金」についての勉強会

12月 8日

16時 ～

17時

肥B+会

議室
4人

在留外国

人支援に

関わる人

25人 0

「外国人就労支援」に関
するディスカッション

1月 12日

16時 ～

17時

WEB+会

議室
3人

在留外国

人支援に

関わる人

21人 0

「入国管理局への提言」
の意見集約

2月 9日

16時 ～

17時

WEB 5人

在留外国

人支援に

関わる人

19人 0



外国人の生活
支援に関する
教育及び相談
事業

「在留外国人の生活支
援」についてのディスカ
ッシ ョン

11月 10

日 16時

～17時

ⅧB十 会

議室
6人

在留外国

人支援に

関わる人

17人 0

「在留外国人の住居」に
ついての勉強会

3月 9日

16時 ～

17時

ⅧB十 勉

強会
5人

在留外国

人支援に

関わる人

21人 0

彗
能実習生への日本語指 1か月に

1回
貸会議室 1人

技能実習

生、就労

先従業員

20人
110

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0  】千円)

疋 訳 に記 載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千 円)

寄付 された物

品の販売事業

法人に寄付 された各国民芸品等をバザー等で

販売する 未実施

ｎ

Ｖ

ホームページ

ヘの広告掲載

事業

ホームページを作成し、外国人を雇用する企業

の広告を掲載する 未実施

ｎ

Ｖ



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和3年度 活動計算書 (その他事業がお五場合)

事 業 報 告 用

ム

科 目
::]「]副ヨ菫畳1腕」」IE整 :lL盤:iL」 その他事業

合計
金  額 小計・ 合計 金  額 小計・合計

施設等受入評価益

受取補助金

る教育及び相談事業収益

166,000
116,000

ZUZ,00U

U

0

121,000
121,000

1_146

1,140

~~~~I顧
可コ

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

用

通信運搬費
旅費交通費
会議費
支払手数料
租税公課
広告宣伝費

110,000
110,UUU

L

110_

L

12,000
7,128

9,060
3,784

37,180

69,152

09,1
1′y_1

ii l
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法人税、住民税及び事業税
前期繰越正味財産額  ・・

田T百
~百

T可

「

顧F~顧
「

~薔 ~∩
二

`ヽ

■

`ヽ



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

_」 性 ________________________________日 ____ 金  額 小 計・ 合 計

現金預金
未収金
棚卸資産

515,

車両運搬具
什器備品

ソフ トウェア

借地権

長期貸付金

【A]、資 産 合 計 ①+② 515,779

巣払金
額り金

長期借入金
退職給付引当金

290,785
224.994
515_7~

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 515,779



16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 PO法人会計基準協議会)

によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

なし

(2)固定資産の減価償却の方法
なし

(3)引 当金の計上基準
。なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

なし

(5)消費税等の会計処理

なし

2.事 業別損益の状況

合計科 目

282,000

146

121,000

404.146

282,000

110,000

管理部門
□ 圏

寄付された物
品の販売事業

ホームページヘの広

告掲載事業 事業部門計

11 000

121,000

1

146

60,092

9,060

110,000

110,000

60,092

9,060

69.152 69。 152

179.152179,152

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

算 定 方法内容 金 額

3.施 設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法

７

・

減価償却累計額 期末帳簿価額科 目 期

車両運搬具

什器備品

その他の資産

固定資産

固

敷金

科 期 首残 高 当期借入

合計

科 目

内、近親者
及び支配法
人との取引

計算書類に
計上された

金額

内、役員と
の取引

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

8

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録

事 業 報 告 用

ンソーシアム

」自小ア :F‖

現金預金
手元現金

515,779

三菱UFJ銀行普通預金
GMOあ おぞらネット銀行

247,941
267,838

事業未収金
事業未収金

寄附物品

事業用車両

パ ソコン

ソフ ト ェ ア

オペレーションシステム

文書編集ソフ ト

市事業所

銀行

515,779【A】 資 産 合 計 ①+②

515,

源泉徴収税

長期借入金
○○銀行借入金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

未払金
○月分給与
○月分社会保険料

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

コ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

田以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

国各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 C璽調〉監事
イワナカ

゛
  トモユキ 令和 3年 4月 1 日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日岩永 智之

2 璽≡講。監事
スカ
゛
ヌマ  モトイ 令和 3年 4月 1 日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日せ沼 基

ｎ
０ ① 監事

カワサキ  タ
゛
イスケ 令和 3年 4月 1 日

令和 4年 3月 31日

年

年

月

月

日

日川崎 大輔

■
４ 監事

オク
゛
ラ  エツコ 令和 3年 4月 1 日

令和4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日小倉 越子

Ｅ
０ 理事o

f,?/\' ,r7" i 令和 3年 4月 1 日

令和 4年 3月 31日

年 月

月

日

日年駒場 孝文

6 〇 監事

オオシマ  トモコ 令和 3年 5月 12日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日大島 智子

7 〔≡∋・監事
ウラ イッセイ 令和 3年 5月 12日

令和 4年 3月 31日

年  月  日

年  月  日
三浦 一世3

8 饉)。
監事

モリヤマ  タカシ 令和 3年 5月 12日

令和 4年 3月 31日

年 月

月

日

日年森山 敬

9 理事・監事

年  月  日

年:  月   日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事

年

年

月

月

日

日

年

年

月

月

日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人外国人在留支援コンソーシアム

氏   名

1
岩永 智之

2 賓沼基

3
川崎 大輔

4
小倉 越子

5
駒場 孝文

6
三浦 一生

7
工藤 裕徳

8 丹羽 秀男

g

除式会社YSバー トナー

代表取締役
前田 智之

10

床式会社エビスマ

専務取締役
海老沼 武司

11

12


